
3

情報公開･個人情報保護 ・情報公開制度及び個人情報保護制度の適
正な運用を図るため、新規採用職員及び事
務担当者を対象に研修を行った。
・情報公開請求・保有個人情報開示請求に適
切に対応するため、事務処理マニュアルを改
正した。
・個人情報の漏えい事案が発生した際に迅速
にかつ的確に対応するため、事務処理マニュ
アルを新たに整備した。

成果指標
情報公開・個人情報保護審査会で妥当でないと判断され
た件数情報公開条例に基づく情報公開制度

の適正な運用を図ります。
個人情報保護条例に基づく個人情報
保護制度の適正な運用を図ります。

成果指標
の説明

情報公開制度及び個人情報保護制度の適正な運用に係
る取組みの成果を測るための指標。情報公開・個人情報
保護審査会に諮問した審査案件について行政処分が妥当
でないと判断された件数

目標値
(単年)

実績
（件）

0 1 3 0

現状値

0

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

2

広報活動 〇広報作成等業務経費
〇行政情報番組等管理経費
〇ホームページ管理経費
〇広聴等管理経費
・複業人材活用によるアドバイザー協力のもと伊
賀市広報戦略を策定した。
・広報アンケートやＳＮＳ等の利用状況の分析
・伊賀市若者会議と連携し、市民（若年層）視点
による広報いがの特集内容を検討し令和６年３
月号で掲載した。
・広報紙からQRコードでホームページにリンクさ
せるなど多様な広報媒体を使ったメディアミック
スやクロスメディアによる情報発信を行った。
・多言語対応アプリ「カタログポケット」での「広報
いが」配信開始

成果指標 市ホームページ アクセス数
広報紙・行政情報番組・文字放送・
ホームページ・SNSなどの多様な広報
メディアやさまざまな手法により、市政
情報や市の魅力などを効果的に市内
外に発信します。

成果指標
の説明

市政情報の効果的な情報発信等に係る取組の成果を測る
ための指標。市公式ホームページの各ページへのアクセ
ス総数

1

広聴機能 〇広聴業務経費
〇ホームページ管理経費
・ｅモニター制度によりアンケート７件とパブ
リックコメント10件を実施した。これまでのアン
ケート調査等で回答の少なかった世代や女性
からのリアクションが多くなり、多様な広聴に
繋がった。eモニターを約1000人に増員した。
・職員が市政情報を提供し、市民の市政参画
の機会を拡大することを目的に行う出前講座
について要綱を定め、制度の目的や実施方
法を明確にするための運用を見直した。

成果指標 市ホームページで寄せられた意見件数
現在運用中の広聴手法を活用しなが
ら、ホームページのお問い合わせ機
能やeモニターによる電子アンケートな
ど新たな広聴手法により市民がより一
層市政に参加できる機会の創出を図
り、市政に市民の声を反映します。

成果指標
の説明

市民がより一層市政に参加できる機会の創出を図る取組
みの成果を測るための指標。市ホームページを通して寄せ
られた意見件数

目標値
(単年)

実績
（件）

3,878,604 6,945,933 4,897,300 3,445,995 4,200,000

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

実績
（件）

769 956 969 1,007

現状値

900

す。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2023（Ｒ５）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

7-1
理解と共感につながる市政情報の共有化

広聴広報

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 総務部
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計画通り進めている

3

効果が出て
いる点

情報公開請求・個人情報開示請求に対する公開等の決定が期限を超
過することはなく、また、行政処分が妥当でないと判断された案件もな
かった。（諮問件数自体が０件）

課題

非公開・非開示となる部分の判断が適切に行われるよう、知見を深め、
蓄積する（引き継ぐ）必要がある。

〇既存事業案
総務課担当職員の専門研修の受講
職員研修の実施

計画通り進めている

　【事業の進捗】取り組み状況

【ＡＣＴＩＯＮ】事務事業の改善案

〇既存事業案
・出前講座の事後アンケートなどをもとに市民ニーズの把握と満足度などを分析
し、新たなメニュー発掘や利用促進に向けた改善を図る。

・これまで３年に１度、無作為抽出で郵送による広報アンケートを実施していたが、
eモニター制度を活用することで、経費削減や事務の効率化を図るとともに、アン
ケートを毎年実施し、広報活動に反映する。

2

効果が出て
いる点

・ＳＮＳから情報を収集する市民が増えているため、Facebookや
YouTubeの投稿回を増やすなど情報収集の多様化に対応することがで
きた。
・プレスリリースの強化、広域化を目的にPR ＴIMESを導入し、月に4～5
件全国向けに発信を行った。これにより、これまでリーチできなかったメ
ディア媒体や全国紙などの報道機関へも市のＰＲや広報ができた。 ま
た、メディアだけでなく、ネットニュースに転載されたことにより全国の一
般の人の伊賀市の情報接触度が高まった。
・プレスリリース研修を行い、職員ひとり一人の広報意識の向上につな
がった。

効果検証

課題

・SNSを活用した情報発信の回数は増えたが、登録者数があまり伸びな
い。
・LINEでの情報発信の運用について、庁内で周知できていない。
・ＳＮＳによる発信やＰＲ ＴＩＭＥＳの効果測定などが十分でない。
・「伝える広報」のみでなく市民の理解と参画につながる「伝わる広報」へ
の転換を図るため、情報発信に関する職員の広報意識を高める研修を
継続的に行っていく必要がある。

1

効果が出て
いる点

・市政出前講座の運用ルールや講座の見直しを行い、16テーマから10
ジャンル73テーマに増やした。市の施策や制度を伝える機会が増えたこ
とで、市民の市政参画の第一段階となる市政への関心の向上に繋がっ
た。
・Ｒ5年度はアンケート７件、パブリックコメント10件においてeモニター制
度を活用した。10代から80代まで幅広い年代からの回答があり、多くの
人に市政参画を促すことができた。

計画通り進めている

〇新規事業案
・伊賀市広報戦略を活用し、職員の広報意識改革やプレスリリース能力を高める
ための研修を実施する。

〇既存事業案
・ＰＲ ＴＩＭＥＳのクリッピング機能追加によりメディア等へ波及効果や市プロモー
ション分析などを行う。
・SNSの定点調査を引き続き行い、広く市民に伝わる情報発信に関する分析を行
う。
・SNS発信強化事業（LINEセグメント配信ほか）

42.6%

傾
向

・満足度・参画度ともに下落傾向にある。
・40歳以上49歳以下、及び70歳以上の満足度がやや高い。
・50歳以上59歳以下の参画度が低い。

【ＣＨＥＣＫ②】

課題

・市民ニーズにあった出前講座となるよう、講座ごとにアンケート調査を
行うことで、実施状況や満足度などを把握し、メニューや内容など状況
に応じて見直す必要がある。
・さらなる市民参画を促すため、eモニター等の広聴の結果が施策に反
映されたケースを公表する仕組みを検討する必要がある。

30.9% 参画度(R5)

平均(R5)

満足度(R5)

49.4%
平均(R5)

50.8%

参画度(R5)

まちづくりアンケート調査結果
満足度(R5)

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値

3

税収確保と債権管理 〇住民税賦課事務経費
〇固定資産税賦課事務経費
〇徴収事務経費
・預貯金電子照会システムを活用した迅速な
調査
・滞納となった現年度分の速やかな滞納整
理・処分による滞納繰越を発生させない取組
み
〇滞納債権回収対策費
・各種債権の効率的な処理体制、処理基準の
整備
・債権所管課への指導・アドバイス

成果指標 滞納繰越債権額
市民税・固定資産税ともに実地調査な
どで課税客体を的確に把握することに
より、法令を遵守した市民の税負担の
公平性を高めます。
市税収納率の向上に向け、納付環境
の充実に努めるとともに、あらゆる収
納対策を講じ、納期内納付の推進及
び市税の滞納額の縮減に取り組みま
す。
各種市債権について、効率的な処理
体制の構築、処理基準の整備を行
い、適切な管理を進めます。

成果指標
の説明

納付期限を過ぎた債権（滞納）で、翌年度に繰り越した額

目標値
(累計)

実績
（億円）

21.9 18.6 16.9 14.0 17

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

11.6

成果指標 複合化で機能移転した施設数

成果指標
の説明

異なる公共施設の機能（サービス）を集約・複合化すること
で、削減した公共施設数の累計

実績
（か所）

2 8 9 13

実績
（万㎡）

8.1 10.1 11.7 12.2

22

現状値 2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

50％台後
半

2

公有財産の有効活用 〇普通財産管理及び取得事業
・ファシリティマネジメント推進会議、第Ⅱ期実
行計画進捗管理
・市有財産の公募売却などの実施
〇庁舎維持管理経費
・庁舎関連各種維持管理業務
・市有財産（普通財産）管理業務

成果指標 公共施設縮減面積

公共施設最適化計画に基づく実行計
画を遂行し、施設の最適な配置と管理
運営に努めるとともに、公有資産につ
いては、将来の必要性を十分に見極
めた上で、普通財産の売却処分や、
貸付による有効利用を推進します。

成果指標
の説明 公共施設の用途を廃止した建物の床面積の合計

実績
（％）

77.2 68.7 53.5 66.7

1

持続可能な財政運営

2023（Ｒ５）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

概ね９％を超
えないこと

成果指標 将来負担比率

成果指標
の説明

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債から、充当可能な財源を控除し
た将来負担見込額の標準財政規模に対する比率で、将来財政を圧迫する可
能性の度合いを表す指標。

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

実績
（％）

11.4 10.5 9.4 8.6

7-2
健全な財政運営財政運営

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 財務部

〇財政管理経費
〇病院事業（病院事業補助及び負担金）
〇上水道事業（水道事業補助及び出資金）
〇浄化槽事業（浄化槽事業補助）
〇農業集落排水事業（農業集落排水事業補
助及び負担金）
〇公共下水道事業（公共下水道事業補助及
び負担金）

成果指標 実質公債費比率

一般財源の規模に見合う適正な歳出
規模を堅持し、簡素で効率的な財政
運営をめざして、維持管理経費などの
縮減や、市債発行の抑制に配慮した
予算編成に努めるなど、財政運営の
改革に取り組みます。

成果指標
の説明

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公
共団体の財政規模に対する割合で表したもの。

現状値

財政状況を分かりやすく、多様な手段で市民への情報提供に努めます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業
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計画通り進めている

計画通り進めている

○新規事業案
・中期財政見通しに基づく予算の総額抑制に加え、一般財源ベースの目標設定に
よる削減に取り組む。
○既存事業案
・将来負担を求めることが適正でない事業（建物の解体等）で、充当率または交付
税措置が低い起債を原則行わないなど、起債の抑制をさらに徹底する。

〇新規事業案
道の駅あやま及び周辺公共施設のエリアマネジメント事業手法の検討
〇既存事業案
民間提案制度のブラッシュアップ
・採用提案の事業化協議
・テーマの募集、掘り起こし
・スキームの再周知

・預貯金電子照会システムを導入したことにより、速やかな調査が可能
となり、滞納整理を迅速に行えるようになった。
・滞納整理の早期着手等により徴収率は上昇傾向にある。

課題

・税務システム標準化に向け、現業務内容とシステムとの整合性等の確
認や調整が必要である。

・議会で否決となった、道の駅あやま及び周辺公共施設のエリアマネジ
メント事業について、新たな活用手法の検討が必要。
・施設利活用について、一貫したスキームの構築。
・公共施設最適化計画の必要性についての再周知。

1

効果が出て
いる点

・実質公債費比率は令和４年度8.6で、市債のプライマリーバランス堅持
に努めたことにより、令和３年度（9.4）と比べ0.8%減少（改善）した。
・元利償還金の残額が、令和５年度末で約761億円（決算期込）となり、
令和４年度の約778億円（決算）と比べ、約17億円減少する見込み。

課題

・現在推進中の大型プロジェクトを含め、将来に向けた効果的な投資を
継続していくことは必要だが、実質公債費比率及び将来負担比率を引
き上げる要因となることから、引き続き公債費のプライマリーバランスを
堅持するとともに、事業見直しなど行革努力により人件費を含む義務的
経費を如何に抑制していくかが課題である。

計画通り進めている

2

効果が出て
いる点

・公共施設最適化計画に記載している施設の方向性に沿った施設のあ
り方が検討、実践されている。また、民間提案制度についても、募集す
れば一定数の提案があることが判明したことで、施設所管課から民間提
案制度の利用相談が増えている。
・脱炭素化に向け、本庁舎に電気自動車２台と充電設備を導入した。

課題

効果検証

参画度(R5)

平均(R5)

42.6%

傾
向

・満足度、参画度ともにやや低い。
・29歳以下の満足度が高い。
・50歳以上の参画度が低い。

【ＣＨＥＣＫ②】 　【事業の進捗】取り組み状況

【ＡＣＴＩＯＮ】事務事業の改善案

〇既存事業案
・DXの推進（システム標準化等）
・滞納を次年度へ繰り越さないよう、速やかに滞納整理を行う。

4

3

効果が出て
いる点

満足度(R5)

36.5%
平均(R5)

50.8%

参画度(R5)

48.1%

まちづくりアンケート調査結果
満足度(R5)

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

4

成果指標

成果指標
の説明

実績
（　）

3

行政組織（機構）の見直し ・組織や分掌事務に起因する課題を把握する
ため全行政職員対象の調査を実施した。
・組織又は分掌事務の改善に関する提案を
全庁に照会した。
提案事項について組織改善委員会で検討し、
検討結果に基づく組織の見直しを行った。

成果指標 有効改善提案の割合
市の政策・施策を効率的に進めること
ができるよう、定期的に組織改善委員
会において組織の見直しを行います。

成果指標
の説明

組織改善委員会への改善提案のうち、委員会で有効と判
断された割合

目標値

目標値
(単年)

実績
（％）

66.6 － 40.0 66.6

現状値

33.3

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

2

職場環境の整備 ○健康診断の実施
○こころの健康相談の実施
○ストレスチェックの実施
○休職職員に対するならし勤務の実施
○時間外勤務制限超過者に対する産業医面
談の実施
○安全衛生委員会の開催
○妊娠等申出者に対する所属長面談の実施

成果指標 ストレスチェックの受検職員割合
職員が心身の健康を保つため、健康
診断やストレスチェック等を継続して
実施し、健康診断にて要所見の者に
は２次検診の勧奨を、メンタル不調を
起こしている者にはこころの健康相談
室の利用を促します。
また、長時間労働の是正を進めるとと
もに、在宅勤務等柔軟な勤務体制に
ついての効果や課題を検証し、職員
個々のライフステージに応じた多様な
働き方の実現に資する制度やしくみの
整備を進めます。

成果指標
の説明

12月に実施するストレスチェックを受検した職員の割合

1

人事制度の運用と人材育成 ○職員採用試験の実施
○職員採用選考の実施
○人事評価の実施
○目標管理OJTの実施
○人事評価制度、目標管理OJT制度の見直
し
○昇格試験の実施（主幹級、係長級）
○階層別研修の実施
○専門研修の派遣受講
○人権・同和問題研修の実施
○国等機関への職員派遣
○職員資格等取得助成の実施

成果指標 人事評価で標準得点を上回る職員割合
採用、人事評価、昇格試験、複線型
人事、職員研修、給与など、さまざま
な人事制度の検証・構築・運用を実施
することで、時代の変化や住民ニーズ
に柔軟に対応できる職員を育成しま
す。

成果指標
の説明

年度末に実施する人事評価における得点が、標準得点（６
０点）を上回る職員の割合（管理職・一般職の合算）

目標値
(単年)

実績
（％）

85.5 89.2 84.1 91.8 90.0

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

実績
（％）

78.4 83.7 85.5 83.6

現状値

85

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2023（Ｒ５）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

7-3
市民の期待に応えられる組織・人づくり組織・人事

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 総務部
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計画通り進めている

3

効果が出て
いる点

令和６年４月に向けた組織と分掌事務の見直しを行った。
複数の所属に関係する事務について代表窓口を定めた。

課題

近年の組織改善は、各所属からの提案に基づくもののみとなっており、
政策目標の達成（住民サービスの向上）、部長等によるマネジメントの
実効性の強化、人的資源の適正配分など大局的視点での検証が行わ
れていない。
令和７年度からの第３次総合計画も踏まえ、抜本的な改編も視野に入
れた中で、組織改善を検討していく必要がある。

4

〇既存事業案
左記の課題や令和５年度に実施した職員対象の調査結果で把握した課題、また、
策定中の第３次総合計画を踏まえ、効果的・効率的な行政運営に資する組織の
あり方について組織改善委員会で検討する。

やや遅れている

　【事業の進捗】取り組み状況

【ＡＣＴＩＯＮ】事務事業の改善案

○新規事業案
・デジタル人材の育成・確保に関する取組について研究する。
○既存事業案
・採用試験の実施時期や受験要件、周知方法等の改善に引き続き取り組む。
・人事評価、目標管理OJTを見直し後の制度で実施する。

2

効果が出て
いる点

・高ストレス判定かつ医師の面談を希望する職員のうち、職場環境に起
因する者の割合が減少している。（R5:31.6％、R4:38.7％）
・男性職員の育児休業取得率（過去５年平均）が伸びている。
（R1～R5:23.7％、H30～R4:16.4％）

効果検証

課題

・時間外勤務の縮減が進んでおらず、時間外勤務時間や休暇取得の状
況に所属間・職員間で偏重がある。管理職がマネジメント力を発揮しな
がら、職員の能力を最大限に発揮させる組織風土の醸成が重要であ
る。また、事務事業のスクラップや民営化等を進めなければならない。
（事務職員で選挙等を除く1人当たりの時間外勤務年間時間数R5:189時
間、R4:194時間）
・育児や介護等ライフステージに応じたワークライフバランスの実現とと
もに、今後増加する定年延長職員や再任用職員が適材適所で活躍でき
るよう業務内容や職員配置を検討する必要がある。

1

効果が出て
いる点

・職員採用試験においてSPI、テストセンター方式の導入により全国から
の受験が可能となったことで受験者の確保につながっている。
・アンケートなどにより人事評価制度の課題を抽出し、人材育成につな
がる見直しができた。

計画通り進めている

○新規事業案
・職員のエンゲージメントサーベイの実施を検討する。
・職員のメンタル強化（レジリエンス力育成）研修の実施を検討する。
○既存事業案
・育児休業の対象となる男性職員へ情報提供を行い、育児休業取得の意思確認
を徹底する。
・ストレスチェック集団分析結果や所属別の時間外勤務の状況を部局長等に提供
する。
・マネジメント能力向上のため管理職研修を実施する。

42.6%

傾
向

・満足度、参画度ともに平均より低く、R3以降低下している。
・満足度の年齢別では29歳以下で他の年代と比べて高い。
・参画度の年齢別では49歳以下で高く、50歳以上で低い。

【ＣＨＥＣＫ②】

課題

・上記のとおり受験者の確保につながっているが、辞退者も増えてい
る。土木技術職その他の専門職については採用試験の受験者が少なく
競争性が損なわれている。また、一部職種において採用予定数が確保
できなかった。
・人事評価に対する納得感を担保していく必要がある。
・職員のデジタルリテラシーの強化が必要である。

30.5% 参画度(R5)

平均(R5)

満足度(R5)

34.1%
平均(R5)

50.8%

参画度(R5)

まちづくりアンケート調査結果
満足度(R5)

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

4

成果指標

成果指標
の説明

実績
（　）

3

成果指標

成果指標
の説明

目標値

目標値

実績
（　）

現状値

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

2

広域連携 〇三重県や名張市との連携
・知事と市長の円卓対話
・県・名張市との連携
・若手職員共同研究
・定住自立圏

〇甲賀市・亀山市との連携
・いこか連携プロジェクト

〇奈良市（月ヶ瀬）との連携
・担当者間での協議

成果指標 共同研究参加者の満足度
伊賀地域の政策課題に対応するた
め、三重県伊賀地域防災総合事務
所、名張市、伊賀市で定期的に情報
共有を行います。また、地域の活性
化、職員間の交流を目的に３機関の
若手職員による共同研究を実施しま
す。各自治体に共通する政策課題等
に対応するため、県境を越えて連携し
設置している「伊賀市・甲賀市・亀山
市広域連携推進会議」では、具体的な
連携事業の実施など、取り組みを深
化させるため、各自治体と連携・調整
を進めます。

成果指標
の説明

三重県伊賀地域防災総合事務所、名張市、伊賀市の若手
職員で実施する共同研究のアンケートにおいて、総合的に
みて「満足」又は「どちらかといえば満足」と答えた参加者
の割合（累計）

1

定住自立圏 〇圏域拡大、情報発信
・名張市への参画呼びかけ
・高校進学エリア拡大の周知
・関西SDGsの活用

〇推進体制強化
・ビジョン懇談会（意見集約）
・推進会議（意思決定）
・各部会（取組推進）
・幹事会（企画調整・課題整理）

成果指標 圏域自治体の人口
伊賀市を中心市とした定住自立圏の
推進については、圏域全体における
人口ダムの形成を推進するため、京
都府笠置町、南山城村、奈良県山添
村と締結した定住自立圏形成協定に
基づく「伊賀・山城南・東大和定住自
立圏共生ビジョン」により、連携・協働
して各種施策に取り組みます。

成果指標
の説明

伊賀市・笠置町・南山城村・山添村の年度末人口（住民基
本台帳）。

目標値
(単年)

実績
（％）

100 100 83.3 100 100

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

実績
（人）

96,439 94,976 93,228 91,975

現状値

91,038

人口流出による地方圏の人口減少を早急に食い止めるため、国の制度等を活用しつつ、府県境にとらわれず近隣自治体との
連携を促進します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2023（Ｒ５）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

7-4
圏域全体の活性化につながる広域的な連携広域連携

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 企画振興部
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3

4

計画通り進めている

　【事業の進捗】取り組み状況

【ＡＣＴＩＯＮ】事務事業の改善案

〇新規事業案
・名張市の定住自立圏への参画推進
〇既存事業
・空からの圏域体験見学
・高等学校進学エリア拡大PR
・「伊賀城和」の後援・冠事業の拡大

2

効果が出て
いる点

＜三重県、名張市等との連携＞
・知事との円卓対話等を通じた課題共有、若手職員間の交流
＜いこか連携＞
・推進体制（会議等）のスリム化、交流イベントの再開
・奈良市との連携に向けた検討

効果検証

課題

・圏域（伊賀）への帰属意識が希薄化している。⇒定住自立圏に名張市
が参画できていない。
・生活圏を共有する奈良市月ヶ瀬地区とは、定住自立圏を形成できな
い。⇒奈良市との具体的な連携が進んでいない。
・コロナ禍（事業や会議の中止・縮小）により自治体間連携が弱まってい
る。

1

効果が出て
いる点

・圏域の拡大（令和６年３月：名張市参画意向表明）
・3府県、ブロック跨ぎの克服（高校越境入学の対象拡大）
・圏域の一体感の醸成・交流（ロゴマーク作成、N-1グランプリ、空からの
圏域見学体験等）
・定住自立圏を契機とした各分野での広域連携の進展（川上ダム活性
化、ごみ処理広域化検討、関西SDGs参画）

計画通り進めている

〇新規事業案
・奈良市との連携
〇既存事業案
・三重県や名張市との連携推進
・いこか連携プロジェクトのあり方検討

42.6%

傾
向

・満足度・参画度ともに下落傾向にある。
・若年世代は他の世代に比べて、満足度も参画度も高い傾向にあ
る。

【ＣＨＥＣＫ②】

課題

・圏域人口の減少が進んでいる。
・３府県、ブロック跨ぎのため、国、府県との調整や、情報発信・圏域内
での情報共有などに障壁がある。
・幼少期からの交流等を通じた一体感の醸成が必要である。
・圏域内の取り組みを把握しにくく、見えにくい。
・推進会議やビジョン懇談会の意見等を各部会と共有しにくい。

37.4% 参画度(R5)

平均(R5)

満足度(R5)

41.2%
平均(R5)

50.8%

参画度(R5)

まちづくりアンケート調査結果
満足度(R5)

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度

- 90 -



実績
（　）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

4

成果指標

成果指標
の説明

3

成果指標

成果指標
の説明

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）

現状値
2021
(R３)

目標値
(累計)

実績
（件）

─ 0 92 332 150

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

2

業務改善 〇行財政改革推進事業
　・行政経営協議（春・秋）
　・内部統制運用
　・事務事業レビュー（市民による評価審査含
む）
　・行政総合マネジメントシステムの効果的運
用によるBPRの推進
　・官民連携（共創）の推進
　・行政経営改革に向けた外部人材活用や
　　職員研修

成果指標 計画期間に改善を図った事務事業の件数
費用対効果を踏まえた上で、AIやRPAといった未
来技術を活用した自治体の「デジタルトランス
フォーメーション（DX）」を推進するとともに、既に取
り組んできた「民間活力の導入」に加え、サウン
ディング型市場調査や民間提案制度などさまざま
な取り組みを積極的に採用し、従来の手法や発想
にとらわれない民間事業者との「公民連携」の推
進により、持続可能で良質な市民サービスの提供
と、公的負担の軽減を図ります。また、BPR の手
法を活用した業務フローの見直し等により、さらな
る業務の効率化、改善等を図り、「新たな日常」へ
の対応を推進します。さらに、公共サービスでの受
益に対する負担のあり方を分析・検討し、受益者
負担の適正化を図ります。

成果指標
の説明

7-5 デジタル技術の活用による市民サービスの向上と
効率的な行政運営の実現デジタル自治

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 デジタル自治推進局

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

現状値

事務事業評価シートの結果欄（新設）で、改善、縮小、統
合、廃止、民間委託、民間活力導入とした件数（累計）
R4（3年度）事務事業評価　改善59 縮小20 統合5　廃止4
民間委託1 民間活力導入3
R5（4年度）事務事業評価　改善302　縮小9　統合6　廃止8
民間委託3　民間活力導入4

1

デジタルトランスフォーメーション 〇スマート自治体推進事業
　・行政手続きオンライン化の実装と拡大
　・遠隔窓口実証実験の開始
　・行政手続きガイド（WEB版）の実装
　・窓口業務の郵便局委託の推進
　・外部人材登用準備
〇ネットワーク、基幹系、情報系システム管理
運営
〇社会保障・税番号システム管理運営
〇セキュリティシステム管理運営

サービスの向上と業務の効率化を推進します。

推進します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2023（Ｒ５）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

実績
（件）

7 7 35 38 40

成果指標 オンラインで申請可能な行政手続の数
デジタルトランスフォーメーション基本方針に基づき、市
行政が行う各種行政サービスについて、デジタル技術
やデータを活用し、市役所に行かなくても手続きができ
るオンラインサービスの拡充やデジタル機器に不慣れ
な人でも操作が容易にできるようにするなど、誰一人取
り残さない、人に優しいデジタル化により市民サービス
の向上を図ります。「新しい生活様式」の確立に資する
デジタル社会の実現に向け、環境整備やそれを支える
人材の育成、啓発に努めるなど、市全体のデジタル化
に向けた取り組みを進めます。また、高度・複雑化する
情報社会に対応するとともに、市民の情報を守り市民
が抱くデジタル利用の不安を低減するため、情報セ
キュリティポリシーの見直しや職員に対する情報セキュ
リティ研修の実施など情報セキュリティ対策に取り組み
ます。

成果指標
の説明

①マイナポータルからマイナンバーカードを用いる手続　31件②地方公共団
体が優先的にオンライン化を推進すべき手続
47件　合計　78件
目標値は約半数の40件
　上記のうち、令和５年度末のオンライン申請可能な手続きは38件
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2

効果が出て
いる点

・令和４年度の事務事業評価シートでは、「改善等」の比率が52.7％（前
年度14.9％）まで上昇しており、改善に向けた一定の意識醸成が図られ
ている。
・外部（複業）人材活用では、AnotherWorks社との連携協定期間（無償）
が終了するが、DXアドバイザーや広報戦略アドバイザーなどの登用で
一定の成果が出ている。
・内部統制を年２期制としたことで、一定リスク管理意識の醸成が図られ
つつある。

課題

・事務事業評価シートでは、「廃止」となっている事業数は1.3%（8/630）と
なっているが、内訳は、感染症対策事業２（本来は完了）、対象者不在
の福祉給付事業１、市から県への移管事業１、事務事業名の変更１など
であり、自ら事業成果を踏まえて「廃止」を決定した事業はなく、更なる
事務事業の見直しが必要である。

3

　【事業の進捗】取り組み状況

効果検証

1

効果が出て
いる点

・令和４年10月から開始した「オンライン申請・手続き」では、児童手当等
の申請でオンライン申請率２６％といった効果の見られるものもある。
（一方、多くの申請等においては申請率が伸びていない。）

課題

・行政手続きのオンライン申請等、特に住民課関係でオンライン申請率
が伸びていない。諸証明の令和５年度上半期オンライン取得率は、住民
課関係0.34％（令和４年度下半期0.31%)、税関係1.42％(同0.49％）であ
る。オンライン申請や手続きが伸びていない原因を調査、分析する必要
がある。
・新たなオンライン申請に向けた取組みや新たなIT利用業務改善などに
対して各所属における積極性が見られない。「DX推進」は、全庁各所属
がそれぞれ「我が事」として取り組むべきとする意識定着に課題がある。

【ＡＣＴＩＯＮ】事務事業の改善案

平均(R5)

42.6%

傾
向

・満足度・参画度ともに下落傾向にある。
・29歳以下の満足度が高い。
・50歳以上の参画度が低い。

【ＣＨＥＣＫ②】

38.1%
平均(R5)

50.8%

参画度(R5)

32.5% 参画度(R5)

まちづくりアンケート調査結果
満足度(R5)

満足度(R5)

計画通り進めている

計画通り進めている

〇新規事業案
・EBPMに向けた庁内データの横断的活用やオープンデータのための基盤整備
・基幹系システム標準化設計
・書かない窓口の検討（導入計画)
・DX人材育成に向けて、市職員「AIパスポート」（国家資格）取得事業を検討
〇既存事業案
・オンライン申請・手続き（運用・拡大）
・遠隔窓口（利用拡大）
・公共施設予約システム（運用・拡大）
・キャッシュレス決済（運用）

〇新規事業案
・「成果指標と事業見直し」または「受益者負担の適正化」をテーマとした事業事業
レビューを実施予定
・有料紹介システムよる複（副）業人材活用事業
〇既存事業案
・ローコードツール（運用）
・RPA、AI-OCR（運用・拡充）
・ChatGPTの市民サービス利用検討

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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